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③製品プラスチックの資源化について 

 

 製品プラスチックの資源化可否が影響を及ぼす主な事項は以下のとおりです。 

・ 施設規模（建設費） 

・ ごみ質（発電する場合は発電効率） 

・ 受給できる循環型社会形成推進交付金の額（事業費） 

・ リサイクル施設の施設整備費、運転管理費 

 製品プラスチックの資源化を行うメリット・デメリットを表 20 に示します。 

 社会情勢や循環型社会形成推進交付金等を考慮すると、製品プラスチックの資源化

を実施することが望ましいと考えられます。 

表 20 製品プラスチックの資源化を行うメリット・デメリット 

 

 以降は「プラスチック資源循環促進法の概要と関連動向について」（兵庫県農政環境

部環境管理局環境整備課，令和 3 年 6 月 17 日）」から抜粋

 製品プラスチックの資源化 

実施 

製品プラスチックの資源化 

実施しない 
備考 

メ

リ

ッ

ト 

・循環型社会形成推進交付金を

受給できる 

・時勢に一致している 

 

 

・実施の場合と比較してごみ質カ

ロリーを高く設定することにな

り、発電を実施する場合は発電

効率が上がる可能性が高い 

・リサイクル施設の施設整備費、

運転管理費は、実施の場合と比

較して低くなる可能性が高い 

・熱回収施設の施設規模は

小さくなり、リサイクル施

設の施設規模は大きくな

るが、熱回収施設の施設整

備費は下がらず、リサイク

ル施設の施設整備費のみ

上がる可能性が高い 

・「程度」については資源化

する製品プラスチックの

量等から別途算出が必要 

デ

メ

リ

ッ

ト 

・実施しない場合と比較してご

み質カロリーを低く設定する

ことになり、発電を実施する

場合は、発電効率が下がる可

能性が高い（発電は実施が難

しくなる可能性が高い） 

・リサイクル施設の施設整備費、

運転管理費は、実施しない場

合と比較して高くなる可能性

が高い 

・循環型社会形成推進交付金を受

給できない 

・時勢に一致していない 

 

資料５ 
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